
 

構造工学論文集Vol.53A(2007年3月)                                                        土木学会 
 

鋼製支承の挙動が橋梁全体系地震応答に与える影響評価 
 

Effects of steel bearing performance on global seismic response of a bridge 
 

佐藤雄亮*，酒井理哉*，大友敬三** 
Yusuke Sato,  Michiya Sakai  and  Keizo Ohtomo 

 
* 工修 （財）電力中央研究所 地球工学研究所（〒270-1194 千葉県我孫子市我孫子1646） 

** 博（工） （財）電力中央研究所 地球工学研究所（〒270-1194 千葉県我孫子市我孫子1646） 
 

The present study discusses the effects of a steel bearing performance on bridge 
superstructure response during a strong ground motion. For this purpose, a hybrid 
seismic response experiment for a steel bearing is conducted. As a result, a slip-type 
hysteresis is identified for bridge axis and transverse directions, respectively. In this 
respect, a slip mode as well as a stiffness increase are observed due to existence of space 
around the pin. Also, the degree of superstructure response is affected by a slip-type 
hysteresis, particularly in the bridge axis direction. 
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1．序論 
 
  1995 年兵庫県南部地震に代表される既往地震におけ

る橋梁被災事例を見ると，支承セットボルトの抜け出し

やピンの破断により，上部構造の移動や脱落が生じてい

る例が数多く見られる 1)．これを契機として，高速道路

等の重要性の高い橋梁では免震支承等への交換が行われ

たが，一般道路橋では，現在もなお，鋼製支承を使用し

た橋梁が数多く見られる．引き続き鋼製支承を使用して

いる橋梁では，鋼製支承が上部構造の応答に与える影響

を明らかにしておくことが重要であると認識され始めて

きた． 
  一方で，鋼製支承の数値解析上におけるモデル化手法

の現状に目を向けてみると，上部構造と橋脚を変位拘束

によりモデル化する方法 2)や，バイリニア型でのモデル

化が一般的に行われている 3)．しかし，現在のところ鋼

製支承の標準的な力学モデルは確立されるに到っていな

い． 
  そこで，本研究では，既設橋梁に多く採用されている

ピン支承を対象とし，支承部の挙動が上部構造の応答に

与える影響を解明することを目的として，上部構造及び

橋脚を数値モデル，支承部を実験部としたハイブリッド

地震応答実験を実施した．すなわち，実験により支承部

の復元力を得ることで橋梁全体系地震応答評価を行った．

また，実験により得られたピン支承の履歴特性を数理モ

デルとして組み込んだ全体系地震応答解析により，ハイ

ブリッド実験で見られた応答特性が再現できるか否かに

ついて検討した．本論文では，まず，検討対象とした橋

梁とその地震応答解析結果について述べる．続いて，ハ

イブリッド実験の概要，実験結果とその考察について述

べる．次に，実験から得られた鋼製支承の履歴特性を考

慮した橋梁全体系地震応答解析の結果とその考察を述べ，

最後に得られた結論をとりまとめる． 
 
2．検討対象橋梁とその全体系地震応答 
 
  本研究では，ピン支承を対象としたハイブリッド実験

を行うため，実験時に上部構造や橋脚の数値解析モデル

が必要である．このため，事前に橋梁全体系を対象とし

た数値解析を実施した． 
 
2.1 橋梁種別 
  検討対象とした橋梁を図-1 に示す．対象橋梁は中間支

点部の片側が固定支承により支持された 3 径間連続橋梁

である．上部構造質量は 3000t，橋脚は矩形断面の鉄筋

コンクリート橋脚を想定した．検討対象とした橋梁形式

では，地震時に固定支承橋脚に損傷が集中するため，鋼

製支承が上部構造の応答に与える影響を検討するのに適

したものと判断した． 
 
2.2 数値解析モデル 
  対象橋梁について動的解析を行うにあたり，3 次元骨

-513-



3DFEM

M

J
26.8m4 23.2m4

0.3
4)

5)

2)

2.3

1 3
1

42000

16
66

5

4200075000

16
43

5

FM MM

mm

(d) 1

)(27.2 Hzf
)(440.0 sT

(b) 2

)(51.7 Hzf
)(133.0 sT

(e) 2

)(38.3 Hzf
)(296.0 sT

(c) 3

)(58.8 Hzf
)(117.0 sT

(f) 3

)(98.3 Hzf
)(185.0 sT

(a) 1

)(90.1 Hzf
)(526.0 sT

-514-



0.526 0.440

2.4
TDAP

Newmark- =0.25

0.0007812
1995

JR EW JR
JR

6.66m/s2

JR 2

Rayleigh
1 3

2

2.5

M
(1)

M

159mm

185MN m

(2)

M

69mm
115MN m

3

DSP

JR

M

M

-515-



3.1

1

SS400
6) 7)

8)

8)

20mm 160kN

7)

3.2

2 2 2DOF
2DOF

3DFEM
3DFEM

2DOF JR

9)

2DOF
10)

10)

11)

S 3.2
5

2DOF

mm

21
0

400

4
400

25
25 10

5
10

5

400

20 40

400

10

14.25 112

14

8.
25

90

-516-



3.3

500kN
1000kN

292

250kN
3DFEM

S S=3.2

JR

JR 6.66m/s2

1/6 1.11m/s2 1/2 3.33m/s2 6.66m/s2 1.5
10.00m/s2 3 20.00m/s2

8.00m/s2

(500kN)

(1000kN)

-517-



3

3.4

12)

t
0.02

t

8.1t (1)

f (Hz)
1.8

t 0.02

8.102.02 f

Hzf 3.14 (2)

500kN
14.3Hz

2 2
69.6Hz

103Hz (2)
5 8

10 20

4

4.1

f2

)

-518-



(1)

6.66m/s2 8.00m/s2

0.5mm

0.5mm

4mm
90mm

2/45 2.5 5.0

2.3

4mm

JR
6.66m/s2

1995

1)

40.5mm

40mm

0.5mm

-519-



(2)

6.66m/s2 20.00m/s2

20.00m/s2

F

20.00m/s2

45

160kN 40kN 200kN

JR
6.66m/s2

1995

1)

4.2

2DOF

6.66m/s2

(1)

10

18.4mm
14

F

F

F

F

-520-



(2)

4mm
4.3

5

4

2
2

5.1

(1)
6.66m/s2

(2)
6.66m/s2

2 1
2

5.2
5.1 3

6.66m/s2

2
6.66m/s2

2
6.66m/s2

-521-



(1)
2 3DFEM

2.4

159mm 196mm
23.5

10

6.66m/s2

2.29
3DFEM

0.95

10mm 1/2 1/5
1/10

6.66m/s2

6.66m/s26.66m/s2

-522-



1/10
10

190MN m
197MN m

(2)

3DFEM

2 3DFEM
3DFEM

90.0mm
91.1mm

1.2

6.66m/s2

6.66m/s2

6.66m/s2

-523-



6

(1)

(2)

14 4.3

(3)

E-

1)
pp. 59-68

1996.
2)

2002.

3)
Vol.43A

pp. 781-791 1997.
4) 1997.
5)

Vol.44A pp. 659-666 1998.
6) 1991.
7)

No.773/I-69 pp. 63-78 2004.
8) 1995

3
No.668/I-54 pp. 83-101 2001.

9) 2
pp. 76-99 1989.

10)

No.507/I-30 pp. 179-190 1995.
11) 1989.
12)

1 1
C 61 584

pp. 64-72 1995
2006 9 11

6.66m/s2

-524-




